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   指定専決処分した事項について（報告） 

 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第１８０条第１項の規定により、議会において指

定された事項について、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告し

ます。 
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損害賠償の額を定めることについて 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決

処分をした。 

番号 専決 

処分日 

事件内容 相手方 損害賠償額 担当課 

指定専決 

第１４号 

令和６年 

６月１４日 

令和６年１月２５日に

長浜市湖北町山本地先

で発生した、除雪車に

よる物損事故 

 82,500 円 道路河川課 

指定専決 

第１５号 

令和６年 

６月２０日 

令和６年５月１６日に

長浜市野村町地先で発

生した、公用車による

物損事故 

 387,477 円 道路河川課 

指定専決 

第２１号 

令和６年 

７月１６日 

長浜駅前ペデストリア

ンデッキ融雪用電力の

電気代支払遅延による

延滞金 

 13 円 都市計画課 

 
個人情報保護の観点から氏名等の取扱いについて、特段のご配慮をお願いします。 
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指定専決第１６号 

 

工事請負契約の変更に関する専決処分について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第９６条第１項第５号及び長浜市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成18年長浜市条例第54号）第２条の規

定に基づき、令和５年議案第６５号で議決を得て締結した神田まちづくりセンター改築工

事（建築）の工事請負契約を変更することについて、地方自治法第１８０条第１項の規定

により次のとおり専決処分する。 

 

 

  令和６年７月５日 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

契約変更事項 

 

契約の金額   変更後 ３７９，２２５，０００円 

 

（変更前 ３７１，８００，０００円） 
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指定専決第１７号 

 

工事請負契約の変更に関する専決処分について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第９６条第１項第５号及び長浜市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成18年長浜市条例第54号）第２条の規

定に基づき、令和４年議案第１２１号で議決を得て当初契約を締結し、令和５年議案第 

６３号及び令和６年議案第４０号で議決を得て変更契約を締結した浅井中学校南校舎長寿

命化改修工事（建築）の工事請負契約を変更することについて、地方自治法第１８０条第

１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

 

  令和６年７月１１日 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

契約変更事項 

 

契約の金額   変更後 ７９６，９１７，０００円 

 

（変更前 ７８９，５６９，０００円） 

 

 

 

 

5



指定専決第１８号 

 

工事請負契約の変更に関する専決処分について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第９６条第１項第５号及び長浜市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成18年長浜市条例第54号）第２条の規

定に基づき、令和４年議案第１２２号で議決を得て当初契約を締結し、令和５年議案第 

６４号で議決を得て変更契約を締結した浅井中学校南校舎長寿命化改修工事（電気設備）

の工事請負契約を変更することについて、地方自治法第１８０条第１項の規定により次の

とおり専決処分する。 

 

 

  令和６年７月１１日 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

契約変更事項 

 

契約の金額   変更後 １８１，９７３，０００円 

 

（変更前 １８０，５１０，０００円） 
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指定専決第１９号 

 

工事請負契約の変更に関する専決処分について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第９６条第１項第５号及び長浜市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成18年長浜市条例第54号）第２条の規

定に基づき、令和５年議案第９５号で議決を得て締結した神照小学校北校舎長寿命化改修

工事（建築）の工事請負契約を変更することについて、地方自治法第１８０条第１項の規

定により次のとおり専決処分する。 

 

 

  令和６年７月１１日 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

契約変更事項 

 

契約の金額   変更後 ３２５，１９３，０００円 

 

（変更前 ３１７，９００，０００円） 
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指定専決第２０号 

 

工事請負契約の変更に関する専決処分について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第９６条第１項第５号及び長浜市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成18年長浜市条例第54号）第２条の規

定に基づき、令和５年議案第１１４号で議決を得て締結した湖北中学校南校舎等長寿命化

改修工事（建築）の工事請負契約を変更することについて、地方自治法第１８０条第１項

の規定により次のとおり専決処分する。 

 

 

  令和６年７月１１日 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

契約変更事項 

 

契約の金額   変更後 ４３８，４３８，０００円 

 

（変更前 ４３５，６００，０００円） 
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指定専決第２２号 

 

工事請負契約の変更に関する専決処分について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第９６条第１項第５号及び長浜市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成18年長浜市条例第54号）第２条の規

定に基づき、令和５年議案第９６号で議決を得て締結した田村駅東口駅前広場整備工事の

工事請負契約を変更することについて、地方自治法第１８０条第１項の規定により次のと

おり専決処分する。 

 

 

  令和６年８月２日 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

契約変更事項 

 

契約の金額   変更後 ２３０，１７０，６００円 

 

（変更前 ２２２，４２０，０００円） 
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健全化判断比率報告書 

 

 

（単位：％） 

実質赤字比率 
連結 

実質赤字比率 
実質公債費比率 将来負担比率 

― 

（１１．６３） 

― 

（１６．６３） 

 １．０ 

（２５．０） 

― 

（３５０．０） 

※実質赤字額、連結実質赤字額、将来負担比率が無い場合は「―」で表す。 

括弧内は早期健全化基準である。 

 

 

（参考） 

１ この報告は、令和５年度決算を受け算定した健全化判断比率について、地

方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）第３条第

１項の規定に基づき報告するものである。 

２ 実質赤字比率とは、一般会計等の実質赤字額を標準財政規模の額で除した

ものである。 

３ 連結実質赤字比率とは、一般会計及び公営企業会計を含む特別会計を合わ

せた全会計の実質赤字額を、標準財政規模の額で除したものである。 

４ 実質公債費比率とは、一般会計が負担する元利償還金及び準元利償還金（特

別会計や一部事務組合、広域連合が支払った元利償還金に充当された一般会

計からの繰出金や負担金）から償還金に係る特定財源や基準財政需要額を引

いた額を、標準財政規模（償還金に係る基準財政需要額を除く。）の額で除し

たものである。 

５ 将来負担比率とは、一般会計、特別会計、一部事務組合、広域連合、土地

開発公社及び第三セクター等に対して将来一般会計が負担する負債から将来

負担に充当することができる基金残高、特定の歳入見込み額及び基準財政需

要額を引いた額を、標準財政規模（償還金に係る基準財政需要額を除く。）の

額で除したものである。 

６ 標準財政規模とは、地方公共団体の一般財源の標準的な収入見込額である。 
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資金不足比率報告書 

 

 

（単位：％） 

公営企業会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 

長浜市農業集落排水事業特別会計 ― ２０．０ 

 

 

（参考） 

１ この報告は、令和５年度決算を受け算定した資金不足比率について、地方

公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）第２２条第

１項の規定に基づき報告するものである。 

２ 資金不足比率とは、資金不足額（歳出額＋建設改良費以外の経費の財源に

充てるために起こした地方債の現在高－（歳入額－翌年度に繰り越すべき財

源））を事業の規模（営業収益－受託工事収益の額）で除したものである。 

  資金不足額が無い場合は「―」で表す。 

３ 経営健全化基準とは、公営企業の経営が悪化した状況において、自主的か

つ計画的にその経営の健全化を図るべき基準であり、資金不足比率が２０％

以上の公営企業が経営健全化計画策定の対象となる。 
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公営企業会計資金不足比率報告書 

 

 

（単位：％） 

公営企業会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 

長浜市病院事業会計 ― 

２０．０ 

長浜市公共下水道事業会計 ― 

 

 

（参考） 

１ この報告は、令和５年度決算を受け算定した資金不足比率について、地方

公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）第２２条第

１項の規定に基づき報告するものである。 

２ 資金不足比率とは、資金不足額（（流動負債＋建設改良費等以外の経費に充

てた地方債残高－流動資産）－解消可能資金不足額）を事業の規模（営業収

益－受託工事収益の額）で除したものである。 

  資金不足額が無い場合は「―」で表す。 

３ 経営健全化基準とは、公営企業の経営が悪化した状況において、自主的か

つ計画的にその経営の健全化を図るべき基準であり、資金不足比率が２０％

以上の公営企業が経営健全化計画策定の対象となる。 
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                            長 監 委 第 1 8 号 

                           令和６年８月 19日 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 様 

 

 

                      長浜市監査委員 安原  徹 

長浜市監査委員 三浦 良勝 

長浜市監査委員 桐山 惠行       

                              （公印省略） 

 

 

令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の 

審査意見について 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第３条

第１項及び第 22 条第１項の規定に基づき、審査に付された令和５年度決算に

基づく長浜市の健全化判断比率等について審査をしたので、次のとおり意見を

提出します。 
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令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

 １ 令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率 

 ２ 上記健全化判断比率及び資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した

書類 

 

第２ 審査の期間 

   令和６年８月５日から令和６年８月１４日まで 

 

第３ 審査の概要 

   この財政健全化審査及び経営健全化審査は、地方公共団体の財政の健全化

に関する法律（平成 19年法律第 94号）第３条第１項及び第 22条第１項の規

定に基づき、長浜市長から提出された健全化判断比率、資金不足比率及びそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを

主眼として実施した。 

 

第４ 審査の結果 

   審査に付された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類は、いずれも関係法令等に準拠して適正に作成されてお

り、計数も正確であると認められた。 

 

第５ 健全化判断比率の状況 

   健全化判断比率は、次表のとおりである。 

 

（単位：%） 

健全化判断比率 令和５年度 令和４年度 早期健全化基準 

① 実 質 赤 字 比 率 － －     11.63 

② 連結実質赤字比率 － －      16.63 

③ 実 質 公 債 費 比 率 1.0 1.0       25.0 

④ 将 来 負 担 比 率 － －       350.0 

 

①  実質赤字比率について 

   実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対

する比率である。令和５年度の実質赤字は、発生していなかったことから、

比率は「－」となる。 
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②  連結実質赤字比率について 

   連結実質赤字比率は、公営企業会計を含めた全ての会計を対象とした実質

赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率である。令和５年

度の連結実質赤字は、発生していなかったことから、比率は「－」となる。 

 

③  実質公債費比率について 

   実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金と準元利償還金の標

準財政規模に対する比率である。令和５年度の実質公債費比率は、昨年度と

同じく 1.0%となっている。なお、早期健全化基準は 25.0%であり、これを下

回っている。 

 

④  将来負担比率について 

   将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規

模に対する比率である。令和５年度の将来負担比率は「－」となり、良好な

状態となっている。 

 

第６ 資金不足比率の状況 

   各会計の資金不足比率は、次表のとおりである。 

 

（単位：％） 

区     分 
資金不足比率 

経営健全化基準 
 令和５年度 令和４年度 

長 浜 市 病 院 事 業 会 計 － － 

20.0 長 浜 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 － － 

長浜市農業集落排水事業特別会計 － － 

 

 資金不足比率について 

 令和５年度は各会計とも資金不足は発生していなかったことから、比率は「－」

となる。 
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P.2 
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令和５年度長浜市内部統制評価報告書 

 

長浜市長 浅見 宣義は、地方自治法第１５０条第４項の規定による評価を行い、同

項に規定する報告書を次のとおり作成しました。 

 

１ 内部統制の整備及び運用に関する事項 

長浜市長 浅見宣義は、長浜市の内部統制の整備及び運用に責任を有しており、

長浜市においては、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」

（平成３１年３月総務省公表。以下「ガイドライン」という。）に基づき、「長浜市内部統制

基本方針」（令和３年２月８日策定。令和４年３月５日改定。）を策定し、当該方針に基

づき財務に関する事務に係る内部統制体制の整備及び運用を行っております。 

内部統制は、内部統制の目的の達成を阻害する全てのリスクを防止し、又は当該リ

スクの顕在化を適時に発見するものではありませんが、本市では、その目的を合理的

な範囲で達成すべく、常に検証と改善を重ね、日常的かつ継続的な取組へと発展さ

せることで、適正な事務執行を確保し、市民の皆様から信頼される行政を推進してま

いります。 

 

２ 評価手続 

長浜市においては、令和５年度を評価対象期間とし、令和６年３月３１日を評価基準

日として、ガイドラインの「Ⅳ 内部統制評価報告書の作成」に基づき、財務に関する事

務等に係る内部統制の評価を実施しました。 

 

３ 評価結果 

上記評価手続に従いガイドラインに規定する評価作業を実施した結果、評価対象

期間中の運用上の重大な不備を把握しました。そのため、当該不備に係る財務事務

については、内部統制は一部有効に運用されていないと判断しました。 

当該不備を除く財務事務に係る内部統制は、評価基準日において有効に整備され、

評価対象期間において有効に運用されていると判断いたしました。 

 

４ 不備の是正に関する事項 

上記３の運用上の重大な不備は、「附属資料 第５」に記載のとおりです。当該不備

については、再発防止策が講じられており、評価基準日において是正されています。 

 

 

令和６年７月１８日 

長浜市長 浅見 宣義 

 

42



P.4 

 

 

 

令和５年度 

 

長浜市内部統制評価報告書 

 

（附属資料） 
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令和５年度長浜市内部統制制度評価の概要 
 

第１ 長浜市における内部統制制度の概要                         
（「長浜市内部統制基本方針に基づく業務リスク管理実施要領」より抜粋） 

 

１ 長浜市内部統制基本方針                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長浜市内部統制基本方針 
 

 市民福祉の増進を図ることを組織目標として、事務の適正な執行を確保するた

め、地方自治法第１５０条第２項の規定に基づく内部統制の基本方針を定め、市

民に信頼される行政運営の確立に取り組みます。 

 

１ 内部統制の目的と取組 

(1) 法令遵守 

   『長浜市不祥事根絶宣言』のもと、法令遵守による適正な業務遂行、公益

通報制度の活用を通して、コンプライアンス推進に組織を挙げて取り組みま

す。 

(2) 情報管理 

   個人情報を含めた業務執行に関する情報を、条例及び関連法令等に従い適

切に保存・管理します。 

(3) 財務規律の確保 

   財務規則等に基づき、適正な予算執行を行うとともに、財務情報（予算、

決算、財務書類４表、財政見直しなど）の適切かつ分かりやすい報告を行い

ます。 

(4) 資産保全の確保 

   「未来の長浜市民に、よりよきものを引き継ぐ」を実現するため、財産管

理規則等に基づき適正に資産を管理するとともに、有効かつ効率的な資産の

利活用や処分等を推進します。 

(5) 効果的な職務執行 

   経営理念を明確化するとともに、その実現のための方針を策定することで、

業務の有効性及び効率性を確保します。 

(6) 自己管理 

   職員はその能力を最大限発揮できるよう、積極的に心身の健康の維持・向

上に努めます 

 

２ 内部統制の対象事務 

 (1) 財務に関する事務 

(2) その他市長が必要と認める事務 

 

３ 内部統制の有効性の確保 

  全庁的な推進・評価体制を構築し、内部統制の整備及び運用に取り組みます。 

また、内部統制をより効果的に推進していくため、監査委員との情報共有や

意見交換等を行い、連携を図ります。 

   

令和４年３月５日 

長浜市長 浅見 宣義 
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２ 取組の趣旨                              

  今後の人口減少社会において、限られた行財政資源（人員や財源等）で、多様

化・高度化する市民ニーズに対応した行政サービスを安定的・持続的に提供してい

くためには、法令等を遵守した適正な業務執行と効率的かつ効果的な行政運営が

必要不可欠です。 

そのため、地方自治法に基づく内部統制の取組として、職場で発生する業務上

のリスクを想定し、あらかじめ対応策を講じることで適正な業務執行を確保するととも

に、一連の取組を通じて、業務の効率化や業務目的の効果的な達成等により働き

やすい職場環境を実現し、市民の皆様から信頼される行政運営の確立を目指して

取り組むものです。 

 

３ 基本的な考え方                            

   本市では、平成２７年度から独自の業務リスク管理として、定められたルールに基

づき業務を遂行しているか管理・記録し、その評価を行う取組を行ってきました。 

   また、地方自治法の改正により内部統制制度が法制化されたことから、令和３年

度からはリスクを想定して業務をコントロールする仕組みへと転換しています。その

ため、新たに重点的に取り組む事項を設けリスク対策を強化するとともに、実効性を

高めるためのモニタリングを実施する等して、リスクの未然防止と発生時の影響の抑

制を図る取組を行っています。 

 

 

    (1) 重大な事故の未然防止 

重大事故の背後には多数の小さなミスが存在。早めにリスクの芽を摘む。 

     (2) 業務の有効性や効率性の確保 

最少の経費で最大の効果、組織及び運営の合理化（地方自治法第２条 

第１４項、第１５項） 

     (3) 不適正事務処理の改善及び法令等の遵守 

法令等遵守義務（地方自治法第２条第１６項、地方公務員法第３２条） 

(4) 財務報告等の信頼性確保と資産の保全 

予算・決算、財務諸表、健全化判断指標等 

   

  

     ・信頼される長浜市の実現   ・効果的なサービスの提供 

・働きやすい職場環境       ・不祥事防止策としての機能 

 

４ 実施体制                               

            
 役職等 主な役割と内容 

市長 最終責任者 ・基本方針の策定、内部統制の実施 

副市長 実務的な責任者 ・体制・運用の整備、改善の指示 

コンプライアンス

推進本部会議 
部局長による会議 

・内部統制の推進に関する重要事項

の決定等 

部局長 各部局の責任者 ・各部局の内部統制の総括 

内部統制連絡

会議 

次長等による実務者

会議 

・不適正な事案や取組の共有、対策

の検討等 

＜目 的＞ 

＜効 果＞ 

45



P.7 

 

次長 
各部局の実務的な

責任者 

・部局内のリスクマネジメント（部局の

取組方針策定、情報共有、改善指

示、モニタリング等） 

・重点項目評価シート、基本項目チェ

ックシートの評価 

課長 各課の責任者 

・課内のリスクマネジメント（課の取組

方針策定、情報共有、改善指示等） 

・重点項目評価シート、基本項目チェ

ックシートの作成 

係長 各係の責任者 
・係内のリスクマネジメント（係のリスク

対策、業務改善等） 

総務課内部統

制推進室 
内部統制推進部局 

・体制の整備・運用の推進 

・各シートの取りまとめ 

会計管理者 内部統制評価部局 

・体制の整備・運用に関する独立的

評価 

・評価報告書の作成 
 

内部統制基本方針に基づく業務リスク管理の適用範囲は、市長部局、農業委員

会事務局、議会事務局及び教育委員会事務局とし、出先機関、施設及び教育機

関等のリスク評価は、各所管課（管理原課）の課長が行うこととします。 

 

 

５ 管理体制                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長

副市長会

計

管

理

者

部局長

次 長

課 長

内
部
統
制
推
進
室

議

会

監
査
委
員

コンプライアンス推進本部会議

（内部統制推進会議）

内部統制連絡会議

（
評
価
部
局
）

（
推
進
部
局
）

評
価
報
告
書
の
審
査

係 長

重点項目評価シートの作成

基本項目チェックシートの作成

モニタリング

（２次評価）

（１次評価）

提出

提出

提出

報告

意見

改善指示

評
価
報
告
書
の
提
出

改善指示

モニタリング

最終責任者として全体統括

評価報告書

の作成

市

民

公

表
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６ 運用のフロー                                    

   毎年４月１日から翌年３月３１日までを対象期間とし、ＰＤＣＡサイクルによる内部

統制体制により取り組みます。 

             ＜各所属における取組イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 令和５年度の内部統制制度に関する取組                             
 

１ 全庁的な内部統制と業務レベルの内部統制                          

内部統制の整備については、全庁的な内部統制の整備と業務レベルの内部統

制に分けて、それぞれの有効性を評価しています。 

 

(1) 全庁的な内部統制の評価 

全庁的な規則や指針等が内部統制の目的を達成するために適切なものとなって

いるか評価します。 

 

(2) 業務レベルの内部統制の評価 

全庁的な内部統制に基づく具体的な取組が、業務レベルの内部統制です。 

あらかじめ抽出された共通リスク項目（基本４０項目）について、不備が発生する

度に所属で改善策を講じ、四半期ごとに評価を行います。その内特に重点的に取

り組む１２項目については、重点項目として、年度当初にリスクの識別と未然防止策

を講じ、年間を通じ予防策を実施するとともに、中間点検及び年度末の総括評価を

行います。 

 

２ 内部統制の整備と運用                          

(1) 内部統制の整備 

内部統制の整備とは、基本方針に基づき、全庁的な体制を整備しつつ、組織内

の全ての部署においてリスクに対応するために規則、規程、マニュアル等を策定し、

それらを実際の業務に適用することをいいます。 

 

(2) 内部統制の運用 

全庁的及び業務レベルの内部統制が整備されていたとしても、それらが意図し

・取組目標の設定

・リスク防止策の整備

・リスク・防止策を踏まえた

業務執行

・発生したリスクへの対処

・リスク防止策の見直し

・体制や運用の見直し

・業務改善

・自己点検・自己評価

・モニタリング

Plan 計画 Do 実施

Check 点検Action 改善
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たとおりの効果を発揮せず、結果として不適切な事務が発生してしまう場合がありま

す。  

   これを運用上の不備とし、各所属単位で再発防止策を講じ、評価対象期間にお

ける運用状況の評価を行います。 

 

３ 全庁的な内部統制の具体的な取組                            

全庁的な内部統制体制については、ガイドライン別紙１の「地方公共団体の全庁

的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」において、全庁的な評価項

目として、「①統制環境」、「②リスクの評価と対応」、「③統制活動」、「④情報と伝

達」、「⑤モニタリング」、「⑥ＩＣＴへの対応」が示されています。 

本市では、これらの評価項目を念頭において、全庁的な内部統制の整備に取り

組みました。 

 

４ 業務レベルの内部統制の具体的な取組                      

   所属単位で、各リスク管理シートを用いて、次のとおり取り組みました。 

 

（1）リスクの抽出(全庁共通) 

  ○基本項目チェックシートで評価する項目（財務事務を中心とした９分野４０項目） 

不適正な事案が発生する度に直ちに改善策を講じ、再発防止を図ることを目的

として、過去の不適正な事案の発生状況や監査委員からの指摘事項を基に設定し

たものです。 

（P２０～P２２ 「２ 業務レベルの内部統制の評価結果」の『基本４０項目に関する不

適正な事案発生件数』の一覧に示すリスク項目参照。） 

 

  ○重点項目評価シートで評価する項目 （重点的に取り組む１２項目） 

上記基本４０項目のうち重要度、影響度、発生度が高く、特に重点的に取り組む

ものを重点項目として位置づけており、リスクの未然防止を図るとともに、整備上及

び運用上の不備の有無を評価する次の１２項目をいいます。 

①入札の中止・落札決定の取消し、②契約書の不備、③入札情報の漏えい、④証明書

等の発行誤り、賦課及び督促等相手の誤り、⑤個人情報の漏えい・紛失、⑥情報資産

管理の不備、⑦補助金の交付誤り、⑧施設管理の不備、⑨債権管理の不備、⑩公用車

の事故、⑪業務管理の不備による業務停滞、⑫各所属独自項目 

 

 (2) 各リスク管理シートに基づく取組の実施 

○基本項目チェックシートに基づく評価の手順 

①所属長は、予め定めた基本４０項目について、所属職員からの報告や審査部署

からの指摘により不適正な事案の発生が発覚した場合は、その内容、発生原因

及び再発防止策をシートに記入（１次評価）。  

②部局次長は、四半期毎に部局の取組結果を総括評価（２次評価）し、シートに記

入して内部統制推進部局に提出。 

③評価部局は、各部局から提出された評価シートに基づき最終評価を実施。 
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○重点項目評価シートに基づく評価の手順 

①重点１２項目については、年度当初に各所属においてリスクの分析を行い、予め

抽出したリスクに対して有効な未然防止策を策定し、年間を通じ実施。 

②所属長は、年度末に、未然防止策を講じた重点項目について、不適正な事案の

発生状況等により整備・運用上の不備の有無を自己評価（１次評価）し、シートに

記入して部局次長に提出。 

③部局次長は、部局内の各課の取組状況の総括評価（２次評価）を行い、シートに

記入して、内部統制推進部局に提出。 

④評価部局は、各部局から提出された評価シートに基づき、年度末に最終評価を

行う。 

 

なお、上記２種類のチェック項目のうち市民等対外的に影響があるもの、違反行

為、金銭的に影響があるもの等比較的重大なリスクに該当するものについては、

「不適正事案報告書」を作成することで、より詳細に原因を究明し、対応策及び業

務改善策を検証、実行するものとしています。 

 

(3) モニタリング（中間自己点検）の実施 

①所属長は、各所属における上半期の取組状況について、評価シートに基づき自

己点検を実施。必要に応じ、重点項目の未然防止策や改善策を修正。 

②部局次長は、各所属の点検結果を評価し、未然防止等に修正が必要な場合 は

各所属長に指示。評価した点検結果は、内部統制推進部局に提出。  

③内部統制推進部局は、点検結果をとりまとめ、未然防止策等の修正を確認。 必

要に応じ所属に対するヒアリングを実施。 

④評価部局は、総括評価を実施。 

 

(4) その他 

①業務リスクに関する職員向け研修会を実施。（年１回） 

②個人情報の取扱い及び情報セキュリティに関する研修等を適宜職員向けに 実

施。 

③監査委員と意見交換及び実施状況を報告。 

 

 

第３ 全庁的な内部統制の評価                                          
 

全庁的な内部統制の不備の有無の把握を行い、不備がある場合には、当該不備が

重大な不備に当たるかどうかの判断を行いました。 

 

１ 全庁的な内部統制の評価手法                                

全庁的な内部統制に関する事項については、ガイドラインの別紙１「地方公共団

体の全庁的な内部統制の評価の基本的な考え方及び評価項目」の２８の評価項目

について、内部統制の体制及び関係例規等（条例、規則、マニュアル等）の整備状

況等に基づき、評価基準日（令和６年３月３１日。以下同じ。）における不備の有無

を把握し、内部統制評価部局で評価しました。 
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２ 全庁的な内部統制の評価結果                            

ガイドラインの評価項目に基づき、本市の全庁的な内部統制の取組に関して、

内部統制推進体制及び例規整備の状況等から俯瞰的な確認を行った結果、本市

の取組は全ての評価項目に対応していることから、評価基準日における整備状況

は有効に機能していると評価しました。 

評価項目ごとの本市の取組状況については、以下のとおりです。（P１１～P２０） 

 

〇全庁的な内部統制の評価項目及び本市の整備状況 

要

素 

評価の基本

的 な考 え方 
評価項目 本市の整備状況・概要 

評価 

結果 

統

制

環

境 

１  長は誠実

性と倫理観に

対する姿勢を

表明している

か。 

１－１  長は、地方公共

団体が事務を適正に管

理及び執行する上で、

誠実性と倫理観が重要

であることを、自らの指

示、行動及び態度で示

しているか。 

○「長浜市内部統制基本方針」において、内部

統制体制の整備及び運用を推進することを

定め、長浜市ホームページで公表している。 

○市長統括のもとコンプライアンス推進本部会

議、内部統制連絡会議等を組織し、内部統

制を推進している。 

○「長浜市職員倫理規程」を制定し、職員が遵

守すべき職務に係る倫理原則を定め、職務

が適正に執行できるよう推進している。 

不備

なし 

 

１－２ 長は、自らが組織

に求める誠実性と倫理

観を職員の行動及び意

思決定の指針となる具体

的な行動基準等として定

め、職員及び外部委託

先、並びに、住民等の理

解を促進しているか。 

〇「長浜市公益通報及び不当要求行為等の対

策に関する条例」により法令遵守、倫理保持

を市長、職員の責務と定めている。 

〇“コンプライアンス意識を高める”“活気に満

ちた組織をつくる”“不祥事を起こさない仕組

みをつくる”ことを３つの柱とした「不祥事根絶

宣言」のもとコンプライアンスの推進に組織を

挙げて取り組んでいる。 

〇法令の遵守や社会規範に則った行動等を掲

示した「コンプライアンスハンドブック」を作成

し、不祥事防止及び市職員として自覚ある行

動の徹底等を促している。 

○職員が職務の従事に際して守るべき基本的

義務として「長浜市職員服務規程」を定めて

いる。 

○職員が遵守すべき職務に係る倫理原則を

「長浜市職員倫理規程」に定め、これを公示

している。 

不備

なし 

 

１－３  長は、行動基準

等の遵守状況に係る評

価プロセスを定め、職員

等が逸脱した場合には、

適時にそれを把握し、適

切に是正措置を講じて

いるか。 

○人事評価制度において、服務規範や法令、

社会規範に関する評価等を行っている。 

〇職員に法令違反や職務上の義務違反等が

あった場合には、「長浜市職員の懲戒の手

続及び効果に関する条例」等に基づき、責

任の程度に応じて、任命権者がその職員の

道義的責任を問い、公務における規律と秩

序の維持を目的として処分を行っている。 

○「長浜市公益通報及び不当要求行為等の対
策に関する条例」等により職務上の行為又は

市の行政運営に関し、法令違反行為等があ

ると思慮し、通報の必要があると認めたとき

は、公益通報ができる体制を整備している。 

○コンプライアンス推進本部会議を設置し、コ

ンプライアンス違反等が発生した際は、事案

不備

なし 
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の報告を受け、対策を検討する体制となって

いる。 

○事務処理ミス・事件事故等が発生した場合の

対応フロー、公表基準を「内部統制基本方

針に基づく業務リスク管理実施要領」（以下

「内部統制実施要領」という。）等に基づき整

備している。また、内部統制の取組の中で、

各所属における再発防止、事務の点検・改

善等の取組につなげる仕組みとしている。 

２  長は内部

統制の目的

を達成するに

当たり、組織

構造、報告経

路及び適切

な権限と責任

を確立してい

るか。 

２－１ 長は、内部統制の

目的を達成するために

適切な組織構造につい

て検討を行っているか。 

○「長浜市事務分掌条例」及び「長浜市行政組

織及び事務分掌規則」等に基づき、市長の

権限に属する事務を分掌させるための部局

を置き、当該事務を処理するために必要な

組織を設置している。また、必要に応じこれ

らを見直している。 

○「長浜市定員管理基本方針」では限られた

経営資源の中での効率的・効果的な執行体

制の推進を検討している。 

○本市政の基本となる「長浜市総合計画」で

は、中長期的な戦略及び重点的に推進すべ

き政策を定めており、施策の実施に合わせ、

重点的に配置すべき人員配置についても、

適宜検討している。 

○「内部統制実施要領」に基づき、市長統括の

もとにコンプライアンス推進本部会議、内部

統制連絡会議、内部統制推進部局、評価部

局を設置し、また各部局内で推進する役割

を明確にする等して、内部統制を推進する

体制を整備している。 

不備

なし 

 

２－２ 長は、内部統制の

目的を達成するため、職

員、部署及び各種の会

議体等について、それぞ

れの役割、責任及び権

限を明確に設定し、適時

に見直しを図っている

か。 

○長の権限に属する事務を分掌させるため、

必要な内部組織を「長浜市事務分掌条例」

及び「長浜市行政組織及び事務分掌規則」

等により定め、権限、役割の分担を明確にす

るとともに、組織改編等に伴い適宜見直しを

図っている。 

○「長浜市事務決裁規程」により職員の職務権

限及び事務の決裁手続を定め、責任体制の

確立と組織的・能率的な処理を図っている。 

○市の重要な施策の方針決定、周知、総合調

整、情報・意見の交換を行う場として、定例

的に庁議を開催している。 

 また、各種会議に関する規定等により、それ

ぞれの目的、役割等を定めている。 

○「内部統制実施要領」を定め、内部統制を推

進するための管理体制、各役職における役

割等を明確にしている。 

不備

なし 

 

３  長は内部

統制の目的

を達成するに

当たり、適切

な人事管理

及び教育研

修を行ってい

るか。 

３－１ 長は、内部統制の

目的を達成するために、

必要な能力を有する人

材を確保及び配置し、適

切な指導や研修等により 

能力を引き出すことを支

援しているか。 

○「長浜市職員の採用試験及び選考に関する

規則」等に基づく試験・選考の実施により、

適正な能力実証のもと、採用候補者名簿に

登載された候補者から任用を行っている。 

○人事異動については、人事評価、経験等に

加え、自己申告制度による保有資格の申告

や職務、昇進の希望等を確認することで個

人の能力を最大限活かし、適正かつ効率的

な業務執行を実現するための異動を行って

不備

なし 
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いる。 

○「長浜市定員管理基本方針」により、安定し

た行政サービスの維持に必要な職員数につ

いて検討し、職員の適正配置に取り組んで

いる。 

○職員の能力開発やキャリア支援を図るため、

毎年度、研修計画を策定して計画的かつ適

正に研修を実施している。また内部講師によ

る研修を実施することで、人材の有効活用を

行っている。 

○メンター制度を導入することで、新規採用職

員には１年間日常的に指導、支援を行って

いる。 

○人材育成の基本的な考え方を示した「長浜

市人材育成基本方針」を作成している。職員

が目指すべき人材像を明確にするとともに、

職員のキャリア段階に応じた階層別研修、業

務遂行に必要な研修等を適宜行っている。 

３－２ 長は、職員等の内

部統制に対する責任の

履行について、人事評

価等により動機付けを図

るとともに、逸脱行為に

対する適時かつ適切な

対応を行っているか。 

○人事評価制度の浸透と確実な実施のため、

毎年度人事評価制度実施要領を定めて周

知するとともに、評価者研修を実施すること

で、適正な評価を図っている。 

○人事評価制度では、業務に関する目標管理

を行うほか、職位に応じた役割やあるべき姿

を明示することで、求められる職責を理解さ

せるとともに、専門知識、コンプライアンス、

業務推進力、人材育成力等の面から能力評

価も行っている。 

 また、これらの人事評価の結果を、昇給に反

映させることで、意欲向上に向けた動機付け

を図っている。 

○職員に法令違反や職務上の義務違反等が

あった場合には、「長浜市職員の懲戒の手

続及び効果に関する条例」等に基づき、責

任の程度に応じて、任命権者がその職員の

道義的責任を問い、公務における規律と秩

序の維持を目的として処分を行っている。 

不備

なし 

 

リ

ス

ク

の

評

価

と

対

応 

４  組織は、

内部統制の

目的に係るリ

スクの評価と

対応ができる

ように、十分

な明確さを備

えた目標を明

示し、リスク評

価と対応のプ

ロセスを明確

に し て い る

か。 

４－１ 組織は、個々の業

務に係るリスクを識別し、

評価と対応を行うため、

業務の目的及び業務に

配分することのできる人

員等の資源について検

討を行い、明確に示して

いるか。 

○「長浜市定員管理基本方針」により、安定し

た行政サービスの維持に必要な職員数につ

いて検討し、職員の適正配置に取り組んで

いる。 

○「長浜市人材育成基本方針」により、職位に

応じた基本的な役割を定め、多様な人材を

確保・育成するとともに、業務執行、職務経

験、人事評価、研修を連携させながら人材育

成を図っている。 

○「内部統制実施要領」に基づき、内部統制を

推進するための管理体制、各役職における

役割等を明確にしている。 

不備

なし 

 

４－２ 組織は、リスクの

評価と対応のプロセスを

明示するとともに、それ

に従ってリスクの評価と

対応が行われることを確

保しているか。 

○「内部統制実施要領」等でリスクの評価と対

応のプロセスを明示している。また内部統制

推進部局が当年度の取組要領を作成し、年

度当初に各部局に必要な取組を依頼する。 

○各所属は依頼に基づき、「重点項目評価シ

ート」及び「基本項目チェックシート」等により

不備

なし 
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組織目的の達成を阻害する要因をリスクとし

て識別、分析、評価し、適切な予防策、対応

策を整備している。 

○各シートは四半期ごと又は年度末等に所属

長が部局の次長職に評価を受け、内部統制

推進部局に提出。評価部局が評価し、また

内部統制連絡会議において情報共有を図っ

ている。 

○発生した不適正な事案のうち特に重大なも

のについては、「不適正事案等報告書」によ

り、より詳細に分析、評価し、対応フローに従

って報告する仕組となっている。 

５  組織は、

内部統制の

目的に係るリ

ス ク に つ い

て、それらを

識別し、分類

し、分析し、

評価するとと

もに、評価結

果に基づい

て、必要に応

じた対応をと

っているか。 

５－１ 組織は、各部署に

おいて、当該部署にお

ける内部統制に係るリス

クの識別を網羅的に行

っているか。 

○過去に発生したミス及び監査の指摘事項等

を基に、財務事務を中心としたリスクを網羅

し、抽出した４０項目の共通リスク項目一覧

を、内部統制推進部局が作成している。不備

が発生した場合は、「基本項目チェックシー

ト」により、要因、改善策を各所属で記録し、

四半期ごとに部局の次長職等が評価してい

る。 

○リスクの内、特に重要度、影響度、発生度が

高い１２項目を予め共通の重点項目として定

め、「重点項目評価シート」により未然防止策

を各所属で整備し、年度末には不備事項、

改善策等を評価している。 

不備

なし 

 

５－２ 組織は、識別され

たリスクについて、以下

のプロセスを実施してい

るか。 

1）リスクが過去に経験し

たものであるか否か、全

庁的なものであるか否か

を分類する。 

2 ） リスクを質的及び量

的（発生可能性と影響

度）な重要性によって分

析する。 

3）リスクに対していかな

る対応策をとるかの評価

を行う。 

4）リスクの対応策を具体

的に特定し、内部統制を

整備する。 

○「内部統制実施要領」等に基づき、各部署で

以下のプロセスを実施している。 

1）チェックするリスク項目は、過去の事務処理ミ

スに基づき、全庁的に発生頻度が高いもの

又は影響の大きなもの等を抽出している。 

2）重点的に取り組む１２項目については、発生

の可能性、影響度、重要度を事前に各所属

において、「高・中・低」の度合で識別してい

る。 

3）基本４０項目については、不適正な事案が発

生する度に所属長が対応策を記録し、部局

の次長職が評価する。重点１２項目について

は、未然防止策を所属ごとに事前に策定し、

年度末に整備・運用面から不備の有無、内

容を自己評価及び評価者評価を行う。 

4）上記(3)で記載のとおり、項目ごとに具体的な

対応策を整備し、評価者が実効性、有効性

等を評価する体制となっている。 

不備

なし 

 

５－３ 組織は、リスク対

応策の特定に当たって、

費用対効果を勘案し、過

剰な対応策をとっていな

いか検討するとともに、

事後的に、その対応策

の適切性を検討している

か。 

○策定された対応策については、必ずいずれ

かの評価者が評価する仕組となっており、過

剰な場合等見直しが必要な場合は、修正指

示される。 

○各所属において行う中間点検（モニタリング）

で、未然防止策の効果等を検討し、必要に

応じ見直しを行っている。また、推進部局及

び評価部局は報告された改善策のその後の

実施状況を確認するとともに、必要に応じヒ

アリングを実施する。 

○レベルの異なる全ての項目に均等に同様の

方法を実施するのは効率的ではないため、

不備

なし 
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重要度、影響度、発生度に鑑み、特に重点

的に取り組む項目を定め、「重点項目評価シ

ート」により、発生前の予防の段階から管理

する仕組みとしている。 

また、年度末に対応策の自己評価、評価者

評価を行い、不備のあるものはさらに改善策

を策定するものとしている。 

６  組織は、

内部統制の

目的に係るリ

スクの評価と

対応のプロセ

スにおいて、

当該組織に

生じうる不正

の可能性に

ついて検討し

ているか。 

６－１ 組織において、自

らの地方公共団体にお

いて過去に生じた不正

及び他の団体等におい

て問題となった不正等が

生じる可能性について

検討し、不正に対する適

切な防止策を策定すると

ともに、不正を適時に発

見し、適切な事後対応策

をとるための体制の整備

を図っているか。 

○過去に発生した不祥事に端を発し、法制化

以前から独自に取り組んでいる業務リスク管

理が、現在の基本方針及び内部統制実施要

領に基づく内部統制の取組に繋がってい

る。 

○過去に生じたミス、不正等を基に内部統制推

進部局が共通リスク項目を抽出している。そ

れらのリスク項目に対して不適正な事案が発

生した際は、所属長に報告し、各所属で即

時に改善策を整備し、記録する仕組になっ

ている。 

   また、特に重大な不適正な事案について

は、所定のシートにより経過、要因、対応、改

善策を即時に報告する仕組みとなっている。 

○チェック項目は、適宜見直している。 

○影響度、発生度が高く、特に重点的に取り組

む１２項目については、年度当初に各所属

で未然防止策を策定し、事後に評価する体

制を整備している。 

○内部統制連絡会議や部局経営会議等を通

じ、不適正な事案は庁内全体で共有し、各

部局で事務改善に繋げるとともに、重大な事

案は積極的に公表する方針としている。 

○組織の自浄作用の向上を図ることを目的とし

て「長浜市公益通報及び不当要求行為等の

対策に関する条例」に基づき、公益通報制

度を運用している。 

不備

なし 

 

統

制

活

動 

７ 組織はリス

クの評価及び

対応におい

て決定された

対応策につ

いて、各部署

における状況

に応じた具体

的な内部統

制の実施とそ

の結果の把

握を行ってい

るか。 

７－１ 組織は、リスクの

評価と対応において決

定された対応策につい

て、各部署において、実

際に指示通りに実施され

ているか。 

○「内部統制実施要領」に基づき、基本４０項

目については、「基本項目チェックシート」に

より、事案が発生する度に改善策等を記録

し、四半期に一度部局の次長職が評価、内

部統制推進部局に提出することになってい

る。 

○重点１２項目については、「重点項目評価シ

ート」により、年度当初に各所属で未然防止

策及び削減目標を策定し、内部統制推進部

局に提出。中間点検で見直しを検討し、年

度末には整備・運用面から自己評価、次長

評価のうえ内部統制推進部局に提出、さらに

評価部局が総括評価を行っている。 

○いずれの取組についても、全所属から報告

され、内部統制推進部局において各所属の

実施状況を確認している。 

不備

なし 

 

７－２ 組織は、各職員の

業務遂行能力及び各部

署の資源等を踏まえ、統

制活動についてその水

準を含め適切に管理し

○「内部統制実施要領」に基づき、内部統制を

推進するための管理体制、各役職における

役割、実施内容等を明確にしている。 

○「長浜市事務決裁規程」により職員の職務権

限及び事務の決裁手続を定め、責任体制の

不備

なし 
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ているか。 確立と組織的・能率的な処理を図っている。 

証明関係や定例的な決裁案件については、

係長が決裁権者となり効率的に処理する。 

○「長浜市文書管理規程」に基づき、文書取扱

主任を指名し、文書審査等の責務を明確化

している。 

○財務、契約、会計、財産管理等の各例規を

整備し、統制を図っている。また、適正な事

務運用に向け、必要に応じ各所管課から規

定の周知、事務改善等を通知している。 

○「長浜市定員管理基本方針」により効率的、

効果的な職員配置を行っている。 

８  組織は権

限と責任の明

確化、職務の

分離、適時か

つ適切な承

認、業務の結

果の検討等

についての方

針及び手続

を明示し適切

に実施してい

るか。 

８－１  組織は、内部統

制の目的に応じて、以下

の事項を適切に行って

いるか。 

1) 権限と責任の明確化 

2) 職務の分離 

3) 適時かつ適切な承認 

4) 業務の結果の検討 

○地方自治法の規定に基づき、長の権限に属

する事務を分掌させるため、必要な内部組

織を「長浜市事務分掌条例」及び「長浜市行

政組織及び事務分掌規則」等により定め、

「長浜市事務決裁規程」により職員の職務権

限及び事務の決裁手続を定めている。 

 また、「市長の専決処分事項の指定につい

て」により、市長の専決処分の範囲を定めて

いる。 

○行政機関への委任及び補助執行に関する

各規則により、市長の権限に属する事務の

一部を委任し、補助執行させることを定めて

いる。 

○「地方公営企業法の規定を適用する事業の

出納その他の会計事務及び決算に係る権限

を会計管理者に行わせる条例」等により、出

納その他の会計事務及び決算に係る権限を

定めている。 

○「長浜市職員の人事評価に関する規程」等

に基づいた人事評価制度により、業績、能力

の評価を自己、管理職、人事担当部局で行

っている。 

○「長浜市総合計画」を始めとする各種計画に

おける施策、事業の進捗管理、成果等の評

価を随時行っている。 

○「内部統制実施要領」に基づき、内部統制を

推進するための管理体制を整備。全体を掌

握し運用を整備する会議、内部統制を実施

する部門、評価する部門、推進する部門等を

分離し、それぞれの責任を明確にしている。

また、各部局内でも各役職における役割、実

施内容等を明確にしている。 

不備

なし 

 

８－２  組織は、内部統

制に係るリスク対応策の

実施結果について、担

当者による報告を求め、

事後的な評価及び必要

に応じた是正措置を行っ

ているか。 

○各職員は「基本項目チェックシート」により、

不適正な事案が発生した際は所属長に報告

する。その後所属長を中心に要因、改善策

を記録し、部局の次長職が評価する。さらに

四半期ごとに内部統制推進部局に提出、内

部統制連絡会議及び庁内で情報共有して

いる。 

○特に重点的に取り組む項目については、各

所属で「重点項目評価シート」により未然防

止策を策定し、推進部局に報告する。中間

点検を経て、年度末には年間の取組に対し

て、各所属長が整備・運用面の不備の有無

不備

なし 

 

55



P.17 

 

及び改善策を報告し、部局次長職、評価部

局がそれぞれ評価する。 

○これらのPDCAサイクルによる内部統制体制

により、組織として、担当者からの報告を受

け、必要な対応策を策定し、是正措置の遂

行及び事後評価を行っている。 

情

報

と

伝

達 

 

９  組織は、

内部統制の

目的に係る信

頼性のある十

分な情報を作

成 し て い る

か。 

９－１ 組織は、必要な情

報について、信頼ある情

報が作成される体制を構

築しているか。 

○「長浜市事務分掌条例」等により、権限と責

任の明確化、職務の分離を行い適正な事務

の執行を確保している。 

○「長浜市文書管理規程」により、行政文書の

作成、取得、分類、記録、整理、保存及び廃

棄並びに管理組織に関する基本的な事項を

定め、行政文書の適正な管理を図っている。 

○「長浜市文書管理規程」により、全文書の審

査、指導、保管等を中心的に処理する文書

取扱主任を指名する等して、適正な文書管

理の推進を図っている。 

不備

なし 

 

９－２ 組織は、必要な情

報について、費用対効

果を踏まえつつ、外部か

らの情報を活用すること

を図っているか。 

○各附属機関等における外部委員の選任及

び公聴会の実施等により外部からの情報、

意見を聴取し、施策、事業の遂行に活用して

いる。 

○広報紙、ホームページを通した意見聴取、庁

舎内意見箱の設置及び市民意識調査の実

施等様々な手段で寄せられる、市民からの

意見・要望等を聴取し対応することで、事務

改善及び市民満足度の向上につなげてい

る。 

○市民生活に関わる条例、主要な計画を策定

する際は、広く意見を聴取（パブリックコメン

ト）することを原則としている。 

不備

なし 

９－３ 組織は、住民の情

報を含む、個人情報等

について、適切に管理を

行っているか。 

○適切な個人情報の管理を目的とした「長浜

市個人情報の保護に関する法律施行条例」

及び「長浜市個人情報の保護に関する法律

等施行規則」等を定め、管理している。 

○各所属で個人情報保護管理責任者を選任

し、適切な個人情報の保護を推進している。 

○「長浜市情報公開・個人情報保護審査会条

例」に基づき、外部有識者で構成される個人

情報保護審査会を設置し、個人情報保護の

推進を図っている。 

○「長浜市個人情報事務取扱要領」により、個

人情報の取扱の基本ルールを定め、適正な

情報管理に努めている。 

○「長浜市情報セキュリティ対策基準に関する

規程」等により保有する情報及び情報システ

ムに関するセキュリティ対策を総合的かつ具

体的に規定している。 

○情報セキュリティ、個人情報の取扱について

は、毎年集合研修又はe－ラーニング研修等

を実施することにより、各職員の認識レベル

の確認と適正な知識を深めている。 

○情報セキュリティに関しては、情報部門によ

る内部監査及び全職員を対象とするセキュリ

ティテストにおいて、情報セキュリティ対策に

対する認識や実施状況を確認するとともに、

不備

なし 
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月に１回各所属で情報資産管理台帳の確

認・報告を行っている。 

○特定個人情報の管理については、年に一度

の管理票の提出により、担当部署及び管理

部門双方で保管状況等の確認を行ってい

る。 

１０ 組織は、

組織内外の

情報につい

て 、 そ の 入

手、必要とす

る部署への伝

達及び適切

な管理の方

針と手続を定

めて実施して

いるか。 

10－１ 組織は、作成さ

れた情報及び外部から

入手した情報が、それら

を必要とする部署及び

職員に適時かつ適切に 

伝達されるような体制を

構築しているか。 

○庁内グループウェアのインフォメーション、回

覧レポート機能等により全庁的な情報共有を

行うシステムを整備している。 

○全庁的に共通する事務に関するマニュアル

や通知等は、適時閲覧できるよう、庁内グル

ープウェアの文書管理機能に保管している。 

○定期的な庁議等を開催することにより、重要

な情報の全庁的な情報共有、各所属への情

報伝達が行われる。 

○文書管理システムにより、公文書の適正な保

管と活用の推進を図っている。 

○庁舎内に文書中央集配所を設置すること

で、収受した外部からの郵便を、庁内各部署

へ配布するとともに、毎日本庁・各支所間で

文書の集配を行っている。 

不備

なし 

 

10－２ 組織は、組織内

における情報提供及び

組織外からの情報提供

に対して、かかる情報が

適時かつ適切に利用さ

れる体制を構築するとと

もに、当該情報提供をし

たことを理由として不利

な取扱いを受けないこと

を確保するための体制を

構築しているか。 

○公平・公正な職務執行と市政運営の透明性

を図るために、「長浜市公益通報及び不当

要求行為等の対策に関する条例」及び「長

浜市公益通報及び不当要求行為等の対策

に関する条例施行規則」を定め、内部通報

制度を設けている。 

○同条例等では、通報した者が不利益な取扱

いを受けないよう通報者の保護に関する規

定を定め、通報又は相談をしたことによって

不利益な取り扱いを受けた場合は、公益通

報委員会にその旨を申し出ることができるよ

うになっている。 

不備

なし 

 

モ

ニ

タ

リ

ン

グ 

１１ 組織は、

内部統制の

基本的要素

が存在し、機

能しているこ

とを確かめる

ために、日常

的モニタリン

グ及び独立

的評価を行っ

ているか。 

11－１ 組織は、内部統

制の整備及び運用に関

して、組織の状況に応じ

たバランスの考慮の下

で、日常的モニタリング

及び独立的評価を実施

するとともに、それに基

づく内部統制の是正及

び改善等を実施している

か。 

○各所属においては、日々の業務リスク管理の

取組により改善と評価を重ねている。 

○また、四半期に一度は、各部局次長職、内

部統制評価部局、推進部局をメンバーとする

内部統制連絡会議において、実施状況を報

告するとともに、意見交換を行い、制度運用

面で不備がある場合は是正する。 

○「内部統制実施要領」に基づき、年に１回内

部統制に関するモニタリングを実施。各所属

で行った中間点検を基に、主に整備不備が

ある場合は改善する。また、内部統制推進部

局は内容等を確認し、必要に応じヒアリング

を実施。評価部局は、制度全体の運用を含

めた総括評価を行う。 

○支出命令等の審査業務及び「長浜市事務決

裁規程」に基づく決裁・合議等、事務執行の

中で日常的に検査、確認を行っている。 

また、予算、決算、金銭の出納保管その他の

会計事務、契約、財産・情報管理等の各事

務に関して、各例規で詳細なルールを定

め、それに基づき統制的に運用している。 

 この中で、各所属は不適正な事案が発生し

不備

なし 
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た場合は、リスク管理の対応策を再確認し、

十分に機能していない場合は、必要に応じ

対応策を見直している。 

11－２ モニタリング又は

監査委員等の指摘により

発見された内部統制の

不備について、適時に

是正及び改善の責任を

負う職員へ伝達され、そ

の対応状況が把握され、

モニタリング部署又は監

査委員等に結果が報告

されているか。 

○各所属で把握した支出処理、財産管理、情

報管理等に係る不適正な事案及び監査委

員から指摘のあった事項は、内部統制にお

けるチェックシート等の取組を通じて、所属

長、部局次長、評価部局、推進部局に報告

され、内部統制の取組の中で改善策の策定

及び評価を行っている。 

さらに、報告された内容は、内部統制連絡会

議及び部局内の経営会議等を通じ全庁的

に情報共有している。 

○内部統制の整備・運用状況等については、

適宜監査委員に報告し、意見交換を行って

いる。 

○監査委員による例月検査の結果は、会計管

理者が直接報告を受け、指摘事項は内部統

制推進部局にも報告される。定期監査の結

果は、監査委員事務局から各所属に直接結

果が報告され、必要に応じ各所属から対応

策等を監査委員に報告する。 

○情報セキュリティに関する内部監査の結果は

全庁的に共有し、全職員の情報セキュリティ

に関する認識を深めている。 

不備

なし 

 

Ｉ

Ｃ

Ｔ

へ

の

対

応 

１２ 組織は、

内部統制の

目的に係るＩ

ＣＴ環境への

対応を検討

するとともに、

ＩＣＴを利用し

ている場合に

は、ＩＣＴの利

用の適切性

を検討すると

ともに、ＩＣＴ

の統制を行っ

ているか。 

12－１ 組織は、組織を

取り巻くICT環境に関し

て、いかなる対応を図る

かについての方針及び

手続を定めているか。 

○情報セキュリティに関する統一的かつ基本的

な方針を実行に移すため、「長浜市情報シス

テム運用管理規程」、「長浜市情報セキュリテ

ィ基本方針に関する規程」及び「長浜市情報

セキュリティ対策基準に関する規程」等を定

めている。 

○市民と行政、それぞれの視点を取り入れ、情

報通信技術の最新動向も踏まえつつ、本市

が抱える課題解決に対し、計画的・効果的に

施策を進めていくため、「長浜市ＤＸ推進戦

略」を定めている。 

○情報化による市民の利便性の向上及び行政

運営の改善を推進するため、デジタル行政

推進課を設置している。 

○市民の利便性向上及び事務の能率化を図る

ため、「電子申請ハンドブック」を作成し、行

政手続きのオンライン化を推進している。 

不備

なし 

 

12－２ 内部統制の目的

のために、当該組織に

おける必要かつ十分な

ICTの程度を検討した上

で、適切な利用を図って

いるか。 

○市長を本部長としたデジタル行政推進本部

を設置し、全庁的な推進体制を構築してい

る。 

○組織内の積極的なＩＣＴの推進を図るため、

各所属に、DXマネージャー（所属長）及び

DXリーダーを選任している。さらに、より専門

的な見地から支援を受けるためDXフェロー

（外部人材）を起用している。 

○情報システムの導入に関しては、「長浜市事

務決裁規程」に基づき、情報担当部局の合

議が必要であり、また、予算検討時には情報

システムの調達に係る諸計画について、情

報担当部局のヒアリングを受け、決定する。 

不備

なし 
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12－３ 組織は、ICTの全

般統制として、システム

の保守及び運用の管

理、システムへのアクセ

ス管理並びにシステムに

関する外部業者との契

約管理を行っているか。 

○「長浜市情報システム運用管理規程」、「長

浜市情報セキュリティ基本方針に関する規

程」及び「長浜市情報セキュリティ対策基準

に関する規程」により外部委託する場合の措

置等を定め、適宜外部委託を行っている。 

○外部事業者へ委託契約を行う際は、契約書

に「個人情報の保護に関する法律」及び「個

人情報取扱特記事項」（契約書に別記として

添付）を遵守するよう明示している。 

不備

なし 

 

12－４ 組織は、ICTの業

務処理統制として、入力

される情報の網羅性や

正確性を確保する統制、

エラーが生じた場合の修

正等の統制、マスター・

データの保持管理等に

関する体制を構築してい

るか。 

○「長浜市情報システム運用管理規程」、「長

浜市情報セキュリティ基本方針に関する規

程」及び「長浜市情報セキュリティ対策基準

に関する規程」により、情報資産のセキュリテ

ィ管理に関すること全般を定めている。 

○各システムに係る処理マニュアル等を各所

属で整備し、活用している。 

○情報システム及びセキュリティエラーが発生

した場合は、デジタル行政推進課に報告し

対応を協議する。 

○各所属における情報セキュリティ対策の実施

状況や有効性を確認するため、情報セキュリ

ティ内部監査を実施している。 

不備

なし 

 

 

第４ 業務レベルの内部統制の評価                                       
業務レベルの内部統制の不備の有無の把握を行い、不備がある場合には、当該

不備が重大な不備に当たるかどうかの判断を行いました。 

 

１ 業務レベルの内部統制の評価手法                             

業務レベルの内部統制については、業務に伴うリスクについて、各所属でＰＤＣ

Ａサイクルに基づく取組を進めています。具体的な手順としては、P９「(2) 各リスク

管理シートに基づく取組の実施」のとおりであり、各部局において「基本項目チェッ

クシート」及び「重点項目評価シート」に基づき、対応策を整備、運用し、自己評価

を行い、さらに内部統制評価部局が総括評価を行いました。 

 

２ 業務レベルの内部統制の評価結果                            

 

(1) 整備状況 

予め定めた共通リスク４０項目に対して不適正な事案が発生した場合には、「基

本項目チェックリスト」により各所属においてその要因を分析し、改善策を策定、さら

に評価を行う取組となっていますが、発生した６０５件の事案全てについて、それら

のサイクルが適用されておりました。 

また、そのリスク項目の中でも、特に重点的に取り組む共通１２項目については、

「重点項目評価シート」により、未然防止策の策定及び実行、不備の有無の評価を

管理しましたが、全ての所属において事前に未然防止が策定され、整備面に「不

備有り」と評価した所属においても、年度末には全て改善策が検討されていました。

よって、業務レベルの内部統制においても、評価基準日においておおむね有効に

整備されていると判断しました。 
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(2) 運用状況 

基本項目の４０のリスク項目については、６０５件の不適正な事案が発生し、令和

４年度と比べると１１９件減少しています。 

重点項目の１２のリスク項目については、事前に策定した未然防止策に対して年

度末に運用上の不備があったと評価した所属は、延べ５８課（室）でしたが、いずれ

も是正されています。 

また、これらの事案は定期的に内部統制連絡会議等において情報共有し、全庁

的な再発防止に取り組んでおります。 

なお、評価項目ごとの運用上の不備の状況については、以下のとおりです。 

 

○基本４０項目に関する不適正な事案発生件数 

 基本リスク項目 発生 

件数 

是正 

件数 大分類 中分類 小分類 

１ 

入札・契約

事務 

不適切な入

札執行 

・入札の中止、落札決定の取消し １１ １１ 

２ ・入札情報の漏えい ０ ０ 

３ 
不適切な契

約の締結 

・契約書の不備 １ １ 

４ 
・契約及び変更契約を交わさない発注 

・契約書の事後作成（契約日の遡及） 
４ ４ 

 その他 ・上記以外の不適正事項、任意設定事項 ４ ４ 

５ 準公金の

取扱 

準公金の不

適正経理 

・出納事務の手続き誤りや金額誤り、事務遅延など 

・通帳、印鑑、現金、書類の紛失、管理不備など 
１ １ 

 その他 ・上記以外の不適正事項、任意設定事項 ０ ０ 

６ 
補助金事

務 

不適当な補

助金交付決

定 

・事務遅延による交付決定の遅れ、交付決定日の遡

及 
３ ３ 

７ ・補助金の交付誤り ０ ０ 

 その他 ・上記以外の不適正事項、任意設定事項 ６ ６ 

８ 

収入・支出

事務 

不十分な検

収 

・業務未完了や実績報告書の不備の状態で支払い

を行おうとした場合、又は支払った場合など 
７ ７ 

９ 

不適切な支

払事務 

・支払の遅延 １６ １６ 

１０ ・振込エラー ３９ ３９ 

１１ 
・源泉徴収漏れ、源泉徴収額の誤り、不必要な源泉

徴収 
２１ ２１ 

１２ ・請求書等の支出関係書類の紛失 ０ ０ 

１３ 
不適切な収

入事務 

・算定ミス等による収入金額の誤り ５ ５ 

１４ ・口座振替データの誤りによる誤徴収 ０ ０ 

１５ ・督促状、納付書、領収書等の発行誤り １９ １９ 

１６ 
財務会計調

書の不備 

・金額誤り、日付誤り、決裁印漏れ、検収印漏れ、請

求印漏れ、添付書類不足、債権者誤り、支払方法誤

り、科目誤りなど 
３６１ ３６１ 

１７ 
財務会計調

書の作成遅

延 

・支出関係調書（支出負担行為決議書等）、収入調

書（調定決議書等）の作成遅延、事後作成 
２４ ２４ 

 その他 ・上記以外の不適正事項、任意設定事項 ６ ６ 

１８ 
財産管理 

現金等の不

適切な管理 

・現金、金券等の紛失 ０ ０ 

１９ ・現金の放置、現金引継の遅れ １ １ 
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２０ ・現金等の収受時の違算金の発生、つり銭誤り ０ ０ 

２１ 
備品・消耗品

の不適切な

管理 

・備品類の破損・紛失、鍵の紛失など ４ ４ 

２２ 
施設・設備等

の管理不備 

・施設の管理不備による損害の発生、利用者への影

響 
２ ２ 

２３ 
公用車の不

適切な管理 

・公用車の事故（巻き込まれ事故は除く） １０ １０ 

２４ 
・毎月の運行点検・車検の未実施、運行日誌の未記

入など 
０ ０ 

２５ 
債権管理の

不備 

・債権の督促・回収の遅延、債権管理台帳の不備な

ど 
０ ０ 

 その他 上記以外の不適正事項、任意設定事項 ０ ０ 

２６ 

文書管理 

公文書の不

適切な管理 

・起案文書、文書処理票の決裁印漏れ、合議漏れ、

日付誤りなど 
７ ７ 

２７ 
文書（財務会計調書、起案文書、各種受付書類、そ

の他記録文書）の紛失、遺失、誤廃棄   
２ ２ 

 その他 ・上記以外の不適正事項、任意設定事項 ７ ７ 

２８ 
情報共有 

情報共有の

不備 

・関係所属に対する必要な情報の伝達不足、共有

不足 

・上司への報告の懈怠 

・事務引継ぎ漏れ、不十分な引継ぎによる事務の遅

れ 

・関係課との連携ミス 

４ ４ 

 その他 ・上記以外の不適正事項、任意設定事項 ０ ０ 

２９ 

情報管理 

個人情報の

漏えい 

・マイナンバーの漏えい ０ ０ 

３０ 

・個人情報が記載された書類・外部記録媒体の放

置、紛失、遺失、不適正な保管 

・持出しが制限されている書類・外部記録媒体の無

許可持ち出し 

０ ０ 

３１ ・メール・ファックス・郵便等の送信・送付誤り 

・インターネット上での情報漏えい 
８ ８ 

３２ 

３３ 
情報発信の

不備 
・ホームページや広報、メール配信等の記載誤り ６ ６ 

３４ 

情報資産管

理の不備 

・コンピュータウイルス感染 ０ ０ 

 
・ＩＤ、パスワードの不正使用や漏えい 

・職員証の紛失 

・不正アクセス 
０ ０ 

３５ 
・データの誤消去、システムの誤操作 

・委託先に対する不十分な指導監督 
１ １ 

３６ 
・私用アカウントを使用した個人情報及び機密情報

のやりとり 
０ ０ 

 その他 ・上記以外の不適正事項、任意設定事項 １ １ 

３７ 

業務・事業

執行 

不適切な事

務処理 

・証明書等の発行誤り、賦課及び督促等相手の誤り ３ ３ 

３８ 
・国県等関係機関への手続き（申請、届出、契約等）

の漏れ、遅延 
０ ０ 

３９ 
・予算計上漏れ、積算誤りによる予算の過不足の発

生 
１ １ 

４０ 
業務管理の

不備 
・業務の停滞（未執行や大幅な遅れ等）の発生 ７ ７ 

 その他 ・上記以外の不適正事項、任意設定事項 １３ １３ 

 合 計   ６０５ ６０５ 
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○重点１２項目に関する不備の有無 

 

 

第５ 総括                                               
 

１ 重大な不備に関する事項                            

 

(1) 重大な不備にかかる判断基準 

内部統制の「重大な不備」とは、内部統制の不備のうち、事務の管理及び執行が

法令に適合していない、又は、適正に行われていないことにより、本市又は市民に

対し大きな経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性の高いもの若しくは実際に

生じさせたものをいいます。本市では、発生した不適正な事案が以下の判断基準

の複数に該当する場合は、「重大な不備」に該当するか否か、総合的に判断するも

のとしています。 

 

（具体的な判断基準） 

 
重点１２項目 

不備ありと自己

評価した所属数 

（内是正所属数） 

事務対

象所属

数 

 大分類 中分類 小分類 整備面 運用面 

１ 

法令遵守 

入札・契約事務 

入札の中止・落札決定の取

消し 
０ (０) ６ (６) ５３ 

２ 契約書の不備 ０ (０) ２ (２) ５３ 

３ 入札情報の漏えい ０ (０) ０ (０) ５２ 

４ 業務執行等 
証明書等の発行誤り、賦課及

び督促等相手の誤り 
１ (１) ４ (４) ４８ 

５ 
情報管理 情報管理 

個人情報の漏えい・紛失 ３ (３) ７ (７) ５４ 

６ 情報資産管理の不備 ０ (０) ２ (２) ５４ 

７ 
財務規律の

確保 
補助金事務 補助金の交付誤り ０ (０) ０ (０) ３６ 

８ 

資産の保全 財産管理 

施設管理の不備 ０ (０) １ (１) ４２ 

９ 債権管理の不備 ０ (０) １ (１) ３６ 

10 公用車の事故 ０ (０) 14(14) ５４ 

11 
効果的な職

務執行 
業務執行等 

業務管理の不備による業務

停滞 
０ (０) ６ (６) ５４ 

12 独自設定  各課業務に応じた項目設定 １ (１) 15 (15) ５４ 

①本市又は市民に対し、一定金額以上の影響を与えたもの（概ね１，０００万円 

  超え） 

②影響(被害)を受けた人数や件数が一定以上であるもの(概ね１００人・件超え） 

③事案の解決や処理に費す（費やした）時間や労力が大きいもの（概ね１年超

え）又は事務ミス等が生じていた期間が長いもの（概ね５年超え） 

④市民等の安全性への影響があったもの（生命、身体、財産、権利等への影

響） 
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(2) 重大な不備と判断した事案 

業務レベルの内部統制で整備した業務リスクチェックに基づきチェックした不適

正な事案について、上記（1）の判断基準に基づき検討した結果、複数の基準に該

当した下記の事案が運用上の「重大な不備」に該当すると認められました。 

なお、当該判断については、評価者評価後、P７の管理体制に記載した内部統

制連絡会議及びコンプライアンス推進本部会議を経て決定しております。 

【重大な不備と判断した事案】 

概要と要因 

 

 

【概要】市道消雪設備工事の入札において落札決定の取消があり当該工

事を再度発注したが、積算誤りにより再び落札決定の取消を行ったもの。 

【要因】一度目の入札において、落札決定後に見積の積算に誤りが発見

されたため積算を見直したが、再度の落札決定後に別の積算誤りが発見

されたことから、一度目の見直しが不十分であり、不適正事案に対する是

正が組織的に機能していなかったことが要因と考えられる。また、当該工

事の発注が当初の予定より大幅に遅れ、積算と改算に時間的余裕がなか

ったことや、チェック体制が不十分であったことなど、当該工事に係る総合

的なマネジメントができていなかったことも要因としてあげられる。 

改善策 

 

 

・工事設計に係る積算チェックリストの項目を追加する。 

・積算確認については、職員２人により行い、うち１人は設計を担当した係

以外の係の職員とし、チェック体制を強化する。 

・工事発注計画の定期的な執行状況確認と事業の進捗管理を徹底する。 

重 大 な 不

備と判断し

た理由 

本件については、１度目の落札決定の取消後に行った改善策の有効

性が正しく評価されず、入札に関する事務の執行体制が改善されないま

ま再度の入札を行った結果、同様の不備を繰り返したものである。 

さらには、公共工事における２度の落札決定の取消という信用失墜の

程度の大きさや、２度の落札決定の取消はインフラ整備の遅れを招き、市

民生活に影響を及ぼしたことなど上記(1)重大な不備に係る具体的な判断

基準（P２３～P２４）の①、⑤、⑥、⑨、⑪と複数に該当しており総合的に判

断した。 

⑤市政に対する信用失墜の程度が甚だしいもの（故意・反復性、業務懈怠等著

しく不適切な事務処理、組織的隠ぺいの有無等） 

⑥職員に故意又は重大な過失があったもの 

⑦法令違反があるもの 

⑧懲戒処分を行ったもの 

⑨報道発表に至ったもの 

⑩不備への対応がなされていないもの（再発防止策が策定されていない、不適

切又は実施されていない） 

⑪同一部署において同様の不備が繰り返されている又は多くの不備が発生して

いるもの（概ね前年度から２年の間で） 

⑫複数の所属に関係する事案であるもの 
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重大な不備と判断した事案以外にも今年度確認された不適正な事案について

は、引き続き対応策の整備及び運用に取り組み、再発防止に努めてまいります。 

 

２ 総括                                                  

 

一部重大な不備も認められましたが、報告された不適正事案の件数は前年度と

比べ１１９件、約１６．4％減少する等、これまでの不適正事案に対する是正措置が

有効に機能しているものと評価できます。 

これまでも、報告された事案については全庁的に情報共有し、各部局において

同様の事案が発生しないよう対応してきましたが、今後は、実施している措置が今

後も有効に機能するものか、一連の取組が形骸化していないか等、不断の確認と

見直しを定着させていく必要があります。 

次年度も引き続き内部統制制度がより有効的に機能するよう、職員が一体となっ

て取組を推進するとともに、監査委員とも連携を図りながら適正な財務事務の執行

を図っていきます。 
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                           長 監 委 第 1 9 号 

                          令和６年８月 19日 

 

長浜市長 浅見 宣義 様 

 

 

                        長浜市監査委員 安原  徹  

長浜市監査委員 三浦 良勝 

長浜市監査委員 桐山 惠行 

（公印省略） 

 

 

令和５年度長浜市内部統制評価報告書の審査意見について 

 

  地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第１５０条第５項の規定に基づき、同条第４

項に規定する令和５年度長浜市内部統制評価報告書について審査をしたので、次の

とおり意見を提出します。 
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令和５年度長浜市内部統制評価報告書審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

   「令和５年度長浜市内部統制評価報告書」 

 

第２ 審査の着眼点 

   監査委員による令和５年度長浜市内部統制評価報告書の審査は、市長が作成し

た内部統制評価報告書について、市長による評価が評価手続きに沿って適切に実

施されたか、内部統制の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切

に行われているかという観点から検討を行い審査した。 

 

第３ 審査の実施内容 

   令和５年度長浜市内部統制評価報告書について、市長及び内部統制評価部局か

ら報告を受けた。「長浜市監査基準」に準拠し、関係帳簿及び証書類と照合し、関

係職員から説明を求めるとともに、既に実施した定期監査等によって得られた知

見に基づき審査を行った。 

 

第４ 審査の結果 

   令和５年度長浜市内部統制評価報告書について、上記のとおり審査した限りに

おいて、評価手続及び評価結果に係る記載はおおむね相当であると認められた。 

   しかしながら、例月出納検査及び定期監査において、指摘件数は前年度と比べて

増加しており、その要因は職員の認識不足や単純なケアレスミスに起因するもの

であり、所属内のリスクを想定した内部統制が機能していれば防げた多くの指摘

事項が見受けられた。  

 

第５ 今後について 

   内部統制の運用については、発生した事務事故等の原因を追究し、リスクを発生

させない効果的な再発防止策を講じるとともに、リスクを見逃さない組織力の向

上に取り組まなければならない。 

本年度は、内部統制制度が導入されて３年目となるが、一部に不備が見受けられ

るため、改めて組織マネジメントがしっかり機能されるようお願いしたい。 

内部統制制度が効果的に運用されるためには、各所属のみならず内部統制を推進

する全組織が連携して、引き続き改善すべき点は継続的に見直しを行い、制度の充

実に努められたい。 

 

  

66



令和５年度　債権管理条例（徴収計画）の運用実績と評価

実績 目標 実績 前年度 現年
滞納
繰越

現年度分 17,232,271 17,121,223 38 111,010 99.4% 99.2% 111,010 114,311

滞納繰越分 343,607 112,560 23,371 207,676 32.8% 24.7% 207,676 230,060

合計 17,575,878 17,233,783 23,409 318,686 318,686 344,371 377,086

現年度分 2,056,501 1,980,617 0 75,884 96.3% 95.0% 75,884 80,977

滞納繰越分 179,659 72,674 30,155 76,830 40.5% 25.0% 76,830 104,476

合計 2,236,160 2,053,291 30,155 152,714 152,714 185,453 224,661

現年度分 1,217,372 1,214,549 0 2,823 99.8% 99.5% 2,823 2,340

滞納繰越分 4,331 2,513 129 1,689 58.0% 50.0% 1,689 1,991

合計 1,221,703 1,217,062 129 4,512 4,512 4,331 9,353

現年度分 2,577,712 2,574,134 0 3,578 99.9% 99.7% 3,578 7,859

滞納繰越分 14,623 6,873 2,150 5,600 47.0% 35.0% 5,600 6,853

合計 2,592,335 2,581,007 2,150 9,178 9,178 14,712 14,050

現年度分 157,311 157,160 0 151 99.9% 99.4% 151 722

滞納繰越分 3,166 797 403 1,966 25.2% 23.0% 1,966 2,446

合計 160,477 157,957 403 2,117 2,117 3,168 3,503

現年度分 91,116 90,972 0 144 99.8% 99.9% 144 129

滞納繰越分 287 130 11 146 45.3% 40.7% 146 158

合計 91,403 91,102 11 290 290 287 242

現年度分 68,360 67,370 0 990 98.6% 97.3% 990 883

滞納繰越分 13,351 1,835 450 11,066 13.7% 11.5% 11,066 12,467

合計 81,711 69,205 450 12,056 12,056 13,350 14,567

現年度分 11,347 11,089 0 258 97.7% 96.3% 258 224

滞納繰越分 140,747 4,638 7,917 128,192 3.3% 4.0% 128,192 140,523

合計 152,094 15,727 7,917 128,450 128,450 140,747 132,755

現年度分 271,615 270,019 0 1,596 99.4% 99.4% 1,596 1,377

滞納繰越分 4,174 1,304 348 2,522 31.2% 36.5% 2,522 2,759

合計 275,789 271,323 348 4,118 4,118 4,136 4,642

現年度分 473,194 471,755 0 1,439 99.7% 99.9% 1,439 1,289

滞納繰越分 1,621 820 0 801 50.6% 50.0% 801 332

合計 474,815 472,575 0 2,240 2,240 1,621 1,104

現年度分 24,156,799 23,958,888 38 197,873 197,873 210,111

滞納繰越分 705,566 204,144 64,934 436,488 436,488 502,065

合計 24,862,365 24,163,032 64,972 634,361 634,361 712,176

翌年度
繰越額
（千円）

収納率
未収金額
（千円）

評価

市　　　税
　【強制】

税務課
滞納整理課

Ｓ Ｓ Ｓ

目標収納率 未収
金額

債権の名称 所管部課名 年度区分
調定額
（千円）

収入済額
（千円）

不納欠損・
債権放棄額

（千円）

S

後期高齢者医療
保険料【強制】

保険年金課
滞納整理課

S S S

介護保険料
【強制】

介護保険課
滞納整理課

S S S

国民健康保険料
（税）　【強制】

保険年金課
滞納整理課

S S

S S

S

市営住宅使用料
【非強制】

住宅課 S S S

放課後児童クラブ
保護者負担金

【非強制】
こども家庭支援課 A S C

保育所保育料
【強制】

幼児課 S

農業集落排水
施設使用料
【非強制】

下水道総務課 A C S

学校給食費
【非強制】

すこやか教育推
進課

A S C

未収
見込額
（千円）

小　　　　　　　　計

住宅改修資金
貸付金等
【非強制】

住宅課 S C
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地方公営企業会計

実績 目標 実績 前年度 現年
滞納
繰越

現年度分 1,871,965 1,577,246 0 294,719 84.3% 84.3% 294,719 297,166

滞納繰越分 328,282 298,339 3,062 26,881 90.9% 87.7% 26,881 31,154

合計 2,200,247 1,875,585 3,062 321,600 321,600 328,320 337,481

現年度分 2,718 2,702 0 16 99.4% 100.0% 16 72

滞納繰越分 72 72 0 0 100.0% 100.0% 0 0

合計 2,790 2,774 0 16 16 72 0

現年度分 1,874,683 1,579,948 0 294,735 294,735 297,238

滞納繰越分 328,354 298,411 3,062 26,881 26,881 31,154

合計 2,203,037 1,878,359 3,062 321,616 321,616 328,392

現年度分 26,031,482 25,538,836 38 492,608 492,608 507,349

滞納繰越分 1,033,920 502,555 67,996 463,369 463,369 533,219

合計 27,065,402 26,041,391 68,034 955,977 955,977 1,040,568

※千円未満の端数処理の関係で数値に誤差あります

＜評価の基準＞

　○目標収納率（現年・滞納繰越） 　○未収金額

     Ｓ＝目標値（１００％）を上回る      Ｓ＝未収見込額を下回る

     Ａ＝目標値に対する（９６％～１００％）      Ａ＝未収見込額に対する（１００％～１０４％）

     Ｂ＝目標値に対する（９０％～９５％）      Ｂ＝未収見込額に対する（１０５％～１１０％）

     Ｃ＝目標値に対する（９０％未満）      Ｃ＝未収見込額に対する（１１０％以上）

不納欠損・
債権放棄額

（千円）

翌年度
繰越額
（千円）

収納率
未収金額
（千円）

評価

目標収納率 未収
金額

A S S

　徴収計画における目標収納率については、現年度分・滞納繰越分ともに評価対象となる１４債権中、達成１０債権／未達成
４債権となり、未収金額が未収見込額より削減できた債権は１０債権となりました。
　強制徴収公債権において差押等の滞納処分が実施され、非強制徴収公債権では１債権で法的措置等が実施されました。
　多くの債権で目標とする滞納繰越分の収納率は達成することができ、 各債権所管課ができる限りの取組を行ったことが成
果につながったと考えます。
　今後も引き続き、ロシア・ウクライナ情勢やイスラエル・パレスチナ中東情勢に伴う物価上昇による経済状況の悪化や、歴史
的水準に移行する円安の影響に配慮しつつ、目標とする収納率の達成と未収金額の削減に向け、滞納者の状況を把握しな
がら、関係課との連携を図り、適切な滞納整理活動に取り組んでいくことが必要になります。

まとめ

未収見込額
（千円）

小　　　　　　　　計

合　　　　　　　　計

債権の名称 所管部課名 年度区分
調定額
（千円）

収入済額
（千円）

公共下水道
受益者負担金

【強制】
下水道総務課 A A C

公共下水道使用料
【強制】

下水道総務課
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